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概要 

筆者が担当している「経済学入門」で 2020年度と 2021年度に実施した複数回受験可能なオンラインテストの受

験データを，以前に実施した手法に沿って分析した．事前に公開されている練習問題への取り組みの有無は，受

験可能な回数のうちに合格点を得ることに対して統計的に有意な影響をもたらさないとの分析結果が得られた．ま

た，2020年度と 2021年度は，新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が課されていたのを背景として，キャンパ

スでの学生同士による対面で得られる情報を重視して行動する履修者の存在をうかがわせる分析結果が得られた．

そして，そのような履修者は，行動制限の程度が強まることで，単位取得に向けた行動や結果に関する負の影響

を被ることが，本稿での分析結果を通じて想像された． 

 

1. はじめに 
2020 年初頭に発生した新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の影響により，日本では（多少

の空白期間はあるものの）2020 年 4 月から 2022
年 3 月にかけて，緊急事態宣言やまん延防止等

重点措置を政府が出すのを通じて，（程度の差

はあるものの）実質的な行動制限が国民に課さ

れた．上記の宣言や措置を受け，日本の大学で

は 2020年度と2021年度にオンライン授業が多く

導入された．一方，2022 年 3 月下旬以降は，上

記の宣言や措置を通じた行動制限は課されて

いない．また，行動制限が撤廃された 2022 年 3
月下旬には文部科学省[1]が出された．この文書

は，要請という単語を文書上では用いつつも，

実質的には面接授業（本稿でいう対面授業）の

実施を各大学に強制する内容であると，少なくと

も筆者は当該文書を一読した際に十分感じるこ

とのできる文書であった．そのため，2022 年度は，

新型コロナウイルス感染症の発生前（つまり，

2019年度以前）と同様に，対面授業を実施するの

が日本の大学での主流となった．そして，法政大

学[2]や神奈川大学[3]の例でみられるように，対

面授業を日本の大学での授業形式の主流と位置

付けるのは，2023 年度以降も変わらないように思

われる． 
このような状況を踏まえると，2020 年度と 2021

年度に導入されたオンライン授業は，既に過去の

ものといった雰囲気が感じられる．しかし，上記 2
年間でのオンライン授業の経験から，オンライン

授業の教育効果が認められたことも事実である．

それゆえ，上記した大学を含めて，2023 年度以

降も一部科目でオンライン授業を継続する大学は

多い．つまり，対面授業は主流の授業形式ではあ

るものの，唯一絶対の授業形式ではなく，オンライ

ン授業と適宜使い分けられる授業形式であるとの

認識も，2023 年度以降で大きく変わることはない

だろう．ついては，本稿のような形でオンライン授

業の実施記録を残しておくことは，現時点でも意

義のあることだろう． 
これらの認識のもと，本稿では，筆者が担当し

ている「経済学入門」において実施しているオンラ

インテストのデータを用いて，オンライン授業の導
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入が履修者のオンラインテストに対する行動や

テスト結果にもたらした影響について若干の分

析を行う． 
第 2 節では，本稿で分析の対象としている

2019 年度から 2021 年度の 3 年間における，「経

済学入門」を取り巻く状況や，実施しているオン

ラインテストの概要を記す 1．第 3節では，本稿で

行う分析の内容について記す．なお本稿は，溝

口[4]で記した今後の課題の1つに対応するのを

目的の 1つとしている．ついては，分析内容は溝

口[4]に沿ったものとなる．第 4節では，分析結果

と考察を記す．第 5 節では，まとめと今後の課題

を記す． 
 

2. 「経済学入門」を取り巻く状況 
2.1 授業形態 
本稿で分析対象としている「経済学入門」は，

経済学部地域経済学科で 1 年次配当科目の 1
つとして，各年度前期に開講されている科目で

ある．2019 年度までは必修科目の 1 つとして開

講された．2020 年度に実施されたカリキュラム改

訂に伴い，2020 年度以降は選択必修科目の 1
つとして開講されている．2019 年度は新型コロ

ナウイルス感染症の発生前であったので，対面

授業で実施した．2020 年度は新型コロナウイル

ス感染症が発生した 1 年目であり，オンデマンド

型のオンライン授業で実施した．2021 年度は，

帝京大学宇都宮キャンパスでは各学科で 3割程

度の科目が対面授業で実施されたが，「経済学

入門」は 2020 年度と同様，オンデマンド型のオ

ンライン授業で実施した． 
上記より，本稿で分析したい事柄は2点である．

第 1 点は，「経済学入門」をオンライン授業で実

施することが，履修者の単位取得に向けた行動

と結果に影響をもたらしたのかどうか，という点で

ある．第 2 点は，開講科目の 3 割程度が対面授

                                                                                     
1 「経済学入門」という科目名は 2020 年度からの科目名で

ある．2019 年度までは「経済学概論」という科目名であった．

なお，取り扱う内容やオンラインテストの実施方法に大きな

違いはなく，実質的には同一科目である．本稿では基本的

に「経済学入門」という科目名を用いる． 

業で実施されているなか，「経済学入門」ではオ

ンライン授業が継続されたことが，履修者の単位

取得に向けた行動と結果に影響をもたらしたのか

どうか，という点である． 
 
2.2 単位認定の方法 
「経済学入門」で単位を取得する（成績で C 以

上を獲得する）には，学習支援システム（Learning 
Management System: LMS）を用いて，2 回行われ

るオンラインテスト（第 1回試験，第 2回試験）のそ

れぞれで，100 点満点中 60 点以上を取る必要が

ある．オンラインテスト機能では繰り返し受験する

のが可能であるので，第 1 回試験と第 2 回試験の

それぞれは，事前に告知された 4 日間程度の期

間のうちに最大 4 回まで受験可能という設定にし

ている．第1回試験および第2回試験の実施前に

は，これらの試験とほぼ同様の方式で，練習問題

が LMS 上で公開される．練習問題は，公開期間

中であれば回数無制限で取り組むことができる．

練習問題に取り組むかどうかは，履修者それぞれ

の自由である．一方で，練習問題の点数は，単位

認定や成績評価で考慮されることはない． 
上記の単位認定方法のもと，履修者それぞれ

は，以下の意思決定を行う必要がある． 
・練習問題に取り組むかどうか 
・試験に，どの時点から取り組み始めるか 
・試験を何回受験するか 
・試験を複数回受験する際に，どの程度の時間 
をかけて（間隔をあけて）取り組むか 
本稿で分析したい事柄を改めて，この意思決

定の項目に合わせて書き換えると，以下の 2 点と

なる．第 1 点は，上記した意思決定の項目につい

て，オンライン授業という形式は影響を及ぼしたの

かどうか，という点である．第 2 点は，上記した意

思決定の項目について，開講科目の 3 割程度が

対面授業で実施されているなか，当該科目（経済

学入門）が引き続きオンライン授業で実施された

ことが影響をもたらしたのかどうかという点である． 
 



3. 分析内容 
3.1 分析の観点 
本稿では，溝口[4]で記した今後の課題に対

応するのを目的の 1 つとしている．ついては，先

述した分析したい事柄を明らかにすべく，まずは，

2020 年度と 2021 年度に実施した第 1 回試験の

データを用いて，溝口[4]と同様に，次の事柄を

分析する． 
第 1点は，練習問題に取り組むかどうかが，第

1 回試験の合格に影響するかどうかである．先述

したように，練習問題に取り組むかどうかは履修

者それぞれの自由である．それゆえ，この点に

注目するのを通じて，履修者が第 1 回試験の合

格可能性をどのように見積もっているのかを見る

ことができるだろう． 
第 2 点は，第 1 回試験に取り組み始めるタイミ

ングは，練習問題への取り組みの有無によって

変わるのかどうかである．練習問題に取り組んで

いない履修者が第 1 回試験に取り組み始めるタ

イミングが遅いのであれば，練習問題への取り

組みの有無は，履修者それぞれの「課題先送り」

傾向を暗黙に表すものと見ることができるだろう． 
第 3 点は，練習問題への取り組みの有無は，

第 1 回試験に合格するタイミング（1 回目の受験

で合格するかどうか）に影響するかどうかである．

この点に注目するのを通じて，練習問題に取り

組んだ履修者については，練習問題への取り組

み方が試験の点数に結び付いたかどうかを見る

ことができる．そして，練習問題に取り組んでい

ない履修者については，（その履修者にとっての）

第 1 回試験の合格可能性の見積もりが正しかっ

たかどうかを見ることができる． 
第 4 点は，1 回目の受験で合格できなかった

履修者にとって，練習問題への取り組みの有無

は，最終的に第 1 回試験に合格できたのかどう

かに影響したのかどうか，という点である．この点

に注目するのを通じて，練習問題を事前に公開

することの意義を確かめることができる．また，練

習問題の事前公開を続けるのであれば，練習問

題への取り組み方について，科目担当者から出

すのが望ましいアドバイスについて示唆を得ること

ができるだろう． 
 
3.2 経年変化への注目 
前節で記述した分析を行った後，その結果を

2019 年度から 2021 年度の 3 年で比較する．なお，

2019 年度については既に溝口[4]で分析を行っ

ているので，その結果を援用する．2019年度は新

型コロナウイルス感染症の発生前であり，「経済学

入門」を含めた全科目が対面授業で実施されて

いた．2020年度は新型コロナウイルス感染症が発

生した 1 年目であり，「経済学入門」を含めた全科

目がオンライン授業で実施された．ついては，

2019 年度と 2020 年度の比較（分析結果の差）は，

対面授業とオンライン授業という授業形式の差に

よる影響と，一見すると思われる．つまり，2019 年

度と 2020 年度に関する分析結果に，（統計的に

有意な）差が生じているのであれば，その差は授

業形式の差がもたらした影響と，一見すると位置

付けられる．しかし，2020 年度に実施したオンライ

ン授業は，第 1 節で記したように，新型コロナウイ

ルス感染症の発生に伴う移動制限に伴って導入

された．ついては，上記した授業形式の差がもた

らした影響というのは，（履修者が大学に出向くこ

とができないという）移動制限に伴う影響を含めた

形での影響となる． 
2020 年度と 2021 年度の比較は，本稿で分析

の対象としている「経済学入門」が両年度ともオン

ライン授業で実施されていることから，授業形式の

差でもたらされた影響ではない．「経済学入門」を

取り巻く環境の差がもたらした影響である．本稿で

分析の対象としているのは，履修者の単位取得

に向けた行動とその結果である．それゆえ，取り

巻く環境として本稿で考慮すべきなのは，帝京大

学宇都宮キャンパスのレベルでいえば，2020 年

度は全科目がオンライン授業であったのに対し，

2021 年度は各学科で 3 割程度の科目を対面授

業で実施したという環境の差である．また，当時の

日本の状況と合わせると，第 1節で記述したような，

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置を通じた



（実質的な）行動制限が課されている状況のもと

で，対面授業が実施されたかどうか，という環境

の差である．つまり，2020 年度と 2021 年度の両

年度に関する分析結果に（統計的に有意な）差

が生じているのであれば，その差は，上述したよ

うな意味での，「経済学入門」を取り巻く環境によ

ってもたらされた影響と位置付けることができる． 
対面授業とオンライン授業という授業形式の

差がもたらした影響というのを見る際には，上述

した 2019年度と 2020年度の比較だけではなく，

2019 年度と 2021 年度の比較（分析結果の差）を

合わせて参照する必要があるだろう．つまり，

2019 年度と 2021 年度の両年度に関する分析結

果に（統計的に有意な）差が生じているのであれ

ば，その差は，移動制限が完全に撤廃されてい

ないことの影響を含んだ，授業形式の違いに伴

う影響と位置付けるのが可能と思われるからであ

る 2． 
 

4. 分析結果と考察 
4.1 年度ごとの分析結果 
4.1.1 練習問題への取り組みの有無と試験

の合否 
練習問題の取り組みの有無と第 1回試験の合

否の関係に関する結果を，2020 年度について

は表 1 で，2021 年度については表 2 で表す． 
 

表1 練習問題の取り組みと第 1 回試験の合否

（2020 年度）（表中の数字は人数） 

練習問題

の取り組

み 

第 1 回

試験 
合格 

第 1 回

試験 
不合格

（ 得 点

不足） 

第 1 回

試験 
不合格

（ 未 受

験） 

合計 

あり 58 2 1 61 

なし 8 1 9 18 

合計 66 3 10 79 

 
 

                                                                                     
2 本稿では，有意水準を 5%に設定する． 

表2 練習問題の取り組みと第 1 回試験の合否

（2021 年度）（表中の数字は人数） 

練習問題

の取り組

み 

第 1 回

試験 
合格 

第 1 回

試験 
不合格

（ 得 点

不足） 

第 1 回

試験 
不合格

（ 未 受

験） 

合計 

あり 31 1 0 32 

なし 23 3 4 30 

合計 54 4 4 62 

 
溝口[4]と同様に，表 1 の結果について，練習

問題に取り組んでいるグループと，取り組んでい

ないグループの合格率の差を検定したところ，p
値は約 0.000であり，1%以下の有意な差が認めら

れた．一方，未受験の履修者が目立つことから，

未受験の履修者を除いた形で検定を行ったとこ

ろ，p 値は約 0.127 であり，統計的に有意な差は

認められなかった． 
溝口[4]では，2019 年度について，練習問題に

取り組んでいるグループと，取り組んでいないグ

ループの合格率の差について，p 値が 0.003 であ

り，1％以下の有意な差が認められる旨を記した．

しかし，この数値は未受験の履修者を含めた数値

である．表 1 で未受験の履修者が目立ったことを

踏まえ，2019 年度について未受験の履修者を除

いた形での検定を改めて行ったところ，p 値は

0.048 となり，統計的に有意な差が認められた． 
表 1 と同様に，練習問題に取り組んでいるグル

ープと，取り組んでいないグループで合格率の差

を表 2 の結果について検定したところ，p 値は約

0.010であり，統計的に有意な差が確かめられた．

また，未受験の履修者を除いた形で検定すると，

p 値は約 0.091 となり，有意傾向が認められた． 
 
4.1.2 練習問題への取り組みの有無と試験

に取りかかるタイミング 
練習問題の取り組みの有無と第 1 回試験に取

りかかるタイミングの関係についての結果を，2020
年度については表 3 で，2021 年度については表



4 で示す．なお，表中の時間は，第 1 回試験の

問題が LMS 上で公開されてからの経過時間を

表す．第 1 回試験の受験期間から，2020 年度と

2021 年度の両方で，0 分から 77 時間の範囲の

数値となる． 
 

表3 練習問題の取り組み有無と第 1 回試験に取

り組み始めるタイミングの関係（2020 年度） 

練習問題

の取り組

み 

平均値 標準偏差 中央値 

あり 30 時間 9
分 

27時間57
分 

24時間44
分 

なし 49時間21
分 

28時間12
分 

51時間49
分 

 
表4 練習問題の取り組み有無と第 1 回試験に取

り組み始めるタイミングの関係（2021 年度） 

練習問題

の取り組

み 

平均値 標準偏差 中央値 

あり 35時間44
分 

25時間27
分 

40時間26
分 

なし 45時間58
分 

20時間42
分 

49時間45
分 

 
表 3 の結果より，練習問題に取り組んでいるグ

ループは，取り組み始めるタイミングの早い履修

者と遅い履修者の時間差が大きいこと，練習問

題に取り組んでいないグループは，第 1 回試験

の受験期間の終了間際に取り組み始めている

履修者が多いことをうかがわせる．平均値の差に

ついて検定したところ，t 値は約 0.030 であり，溝

口[4]と同様に，統計的に有意な差が確かめられ

た． 
表 4 の結果を踏まえ，平均値の差について検

定したところ，t 値は約 0.052 であり，有意傾向が

認められた．しかし，練習問題に取り組んでいる

グループの数値について，表 3 と表 4 を比較し

てみると，中央値と平均値の大小関係が表 3 と

表 4 で逆転しており，第 1 回試験に取り組み始め

るタイミングに大きな傾向の違いが生じているのが

うかがえる． 
 
4.1.3 練習問題への取り組みの有無と試験

に合格するタイミング 
第 2 節で記したように，第 1 回試験は最大 4 回

まで受験できる．それゆえ，第 1 回試験の合格は，

1 回目の受験で合格したケースと 2 回目以降の受

験で合格したケース（いわゆる挽回したケース）の

両方が含まれる．ついては，溝口[4]と同様に，練

習問題への取り組みの有無と第 1 回試験に合格

するタイミングの関係を表す．2020 年度について

は表 5 で，2021 年度については表 6 で表す． 
 

表5 練習問題への取り組みの有無と第 1 回試験

合格のタイミングの関係（2020 年度）（表中の

数字は人数） 

練 習

問 題

の 取

り 組

み 

受験 
1 回目

で合格 

受験 
2 回目

以降で

合格 

結局 ，

不合格 
未

受

験 

合

計 

あり 47 11 2 1 61 

なし 2 6 1 9 18 

合計 49 17 3 10 79 

 
表6 練習問題への取り組みの有無と第 1 回試験

合格のタイミングの関係（2021 年度）（表中の

数字は人数） 

練 習

問 題

の 取

り 組

み 

受験 
1 回目

で合格 

受験 
2 回目

以降で

合格 

結局 ，

不合格 
未

受

験 

合

計 

あり 23 8 1 0 32 

なし 13 10 3 4 30 

合計 36 18 4 4 62 

 



表 5 の結果について，練習問題に取り組んで

いるグループと取り組んでいないグループの間

での，1 回目の受験における合格率の差を検定

したところ，p 値は約 0.000 であり，1％以下の有

意な差が認められた．未受験を除いた形で検定

しても p 値は変わらず（約 0.000），1％以下の有

意な差が認められた． 
溝口[4]では，2019 年度について同様の分析

を行っており，未受験の履修者を含めた場合の

p 値が約 0.0001であり，1%以下の有意な差が認

められた旨を示している．改めて，未受験の履修

者を除いた形で検定したところ，p 値は約 0.0004
であり，1%以下の有意な差が認められた．つまり，

1 回目の受験における合格率の差については，

2019 年度と 2020年度では（1％以下の有意な差

という）同じ結果が得られた． 
練習問題への取り組みの有無で最終的な合

格（1 回目の受験で不合格でも 2 回目以降の受

験で挽回し合格できる）の達成が左右されるかど

うか，表 5の結果について，1回目の受験で合格

できなかった履修者の最終的な合格率の差で

検定したところ，p 値は約 0.012であり，統計的に

有意な差が確かめられた．しかし，未受験の履

修者が多いことから，未受験の履修者を除いた

形で検定したところ，p 値は約 0.524 となり，統計

的に有意な差は生じなかった． 
練習問題への取り組みの有無と挽回の可能

性の関係について，溝口[4]では，2019 年度の

データを用いて，未受験の履修者を含めた形で

の分析結果を示した．本稿での分析内容を踏ま

え，未受験の履修者を除いた形で改めて検定し

たところ，未受験の履修者の扱い方に関わらず，

1 回目の受験で合格できなかった履修者の最終

的な合格率の差に，統計的に有意な差は生じな

かった． 
表 6 についても，練習問題に取り組んでいる

グループと取り組んでいないグループの間での，

1 回目の受験における合格率の差を検定したと

ころ，p 値は約 0.010 であり，統計的に有意な差

が確かめられた．未受験の履修者を除いた形で

検定しても，p 値は約 0.043 となり，統計的に有意

な差が確かめられた． 
練習問題への取り組みの有無と最終的な合格

との関係について，表 5 と同様に表 6 の結果につ

いて検定したところ，p 値は約 0.058 であり，有意

傾向が認められた．しかし，未受験の履修者を除

いた形で検定したところ，p 値は 0.236 であり，統

計的に有意な差は認められなかった． 
 

4.2 経年変化を踏まえた考察 
これまでの分析結果から，年度に関わらない形

で得られた結果は2点ある．第1は，「練習問題の

取り組みの有無は，第 1 回試験に 1 回目の受験

で合格するかどうかに，統計的に有意な差をもた

らす」というものである．この結果は溝口[4]と同様

である．つまり，この結果から示唆されるのは，履

修者の単位取得に向けた行動に影響をもたらす

のは単位認定の方法であり，オンライン授業か対

面授業かといったような授業形式ではない，という

ことであろう．第 2 は，「未受験の履修者を含まな

い形であれば，第 1 回試験の最終的な合格（つま

り，受験 4 回目までに合格すること）に関して，練

習問題への取り組みの有無は，統計的に有意な

差をもたらさない」というものである．第 2 の結果を

踏まえた今後の対策としては，練習問題への取り

組みを促したい（練習問題への取り組みの有無に

よって，単位取得に関する結果を異なるようにした

い）のであれば，試験での受験可能回数を見直

す（少なくする）というのが考えられるだろう． 
本稿での分析結果を踏まえると，未受験の履

修者の比率が分析結果に影響を与えていると思

われる．2019年度は約 5％，2021 年度は約 6.5％
であるのに対し，新型コロナウイルス感染症の発

生に伴って，「経済学入門」を含めた全科目がオ

ンライン授業となった 2020年度は約 12.7％であっ

た．筆者は，上記の比率の差を説明する直接的

なデータを持っていない．ついては，あくまでも筆

者なりの想像になるが，上記の差がもたらされた

原因は，新型コロナウイルス感染症に伴う移動制

限により，2020 年度は大学に学生が出向くのが



実質的に不可能であったことであろう．つまり，キ

ャンパスにおける学生同士（同僚）の対面，その

対面から得られる情報を重視する（場合によって

は，その情報のみで行動している）学生が一定

数存在しており，そのような学生は，2020 年度に

おいて，「経済学入門」の試験に関する情報を，

知り合いの学生（同僚）から入手できなかったこ

とから未受験になってしまったことが，未受験の

履修者の比率を引き上げる原因となったことが

想像される． 
その想像がある程度正しい（的を得ている）と

仮定すると，未受験の履修者を除いた形の分析

結果を比較することは，（キャンパスに出向くこと

ができるという程度ではあるものの）移動の自由

の有無が，履修者の学習行動や成果にもたらす

影響を見ることに相当するだろう．練習問題への

取り組みの有無と第 1 回試験の合否の関係は，

2019 年度と 2020 年度については統計的に有意

であり，2021 年度では有意傾向であるのが確か

められている．また，表3と表 4の結果から，2021
年度は，練習問題に取り組んでいる履修者の第

1 回試験に取りかかるタイミングが遅くなっている

ことが確かめられている．さらに，練習問題への

取り組みの有無と第 1 回試験に 1 回目の受験で

合格することとの関係で，2019 年度と 2020 年度

は 1％以下の有意な差，2021 年度は統計的に

有意であるのが確かめられている．ついては，キ

ャンパスでの学生同士の対面を通じて得た情報

を基に行動する履修者は，2021 年度について

は，練習問題や第 1 回試験に関する情報を得ら

れたとしても，（移動の自由が限定的であったた

めに）情報を得たタイミングが遅かったものと想

像される．それゆえ，彼らにとっては情報を得た

後すぐに行動しているとしても，実質的な先送り

の状態になっていたと想像される．そして，練習

問題に取り組んだとしても，取り組み始めたタイミ

ングが遅かったために，練習問題に十分に取り

組むのができなかったと想像される．練習問題

の取り組みが不十分であったことは，第 1回試験

の合格可能性を低く見積もることにつながった可

能性がある．そして，第 1 回試験に取りかかるタイ

ミングも遅くなった可能性が考えられ，第 1回試験

に受験 1 回目で合格できなかった可能性や，最

終的な不合格となっている可能性につながったと

想像される． 
 

5. まとめと今後の課題 
本稿では，溝口[4]と同様の分析を 2020 年度と

2021 年度に開講した「経済学入門」で実施したオ

ンラインテストのデータに対して行い，授業形式の

違いが履修者の単位取得に向けた行動や結果

にもたらした影響について，何らかの知見を得る

ことを試みた． 
本稿での分析で得られた結果のうち，「練習問

題の取り組みの有無は，第 1 回試験に 1 回目の

受験で合格するかどうかに，統計的に有意な差を

もたらす」という結果と，「未受験の履修者を含ま

ない形であれば，第 1回試験の最終的な合格（つ

まり，受験 4 回目までに合格すること）に関して，

練習問題への取り組みの有無は，統計的に有意

な差をもたらさない」という結果は，頑健な結果と

位置付けられる．しかし，本稿での分析で得られ

た他の結果は，有意傾向が認められる結果も一

部にあるが，上記の結果ほどには頑健ではない． 
本稿に着手し始めた段階で想定していた，対

面授業とオンライン授業という授業形式の違いが

直接的な原因となってもたらされた影響というのは，

本稿での分析では明確にならなかった．むしろ，

本稿で分析対象としているオンライン授業は，繰

り返しになるが，新型コロナウイルス感染症の発

生に伴って導入された授業形式である．その点を

考慮すると，授業形式の違いというのは，本稿で

の分析の範囲では実質的に，移動の自由の程度

と置き換えられるだろう．ついては，本稿の分析は

実質的には，移動の自由の程度が履修者の単位

取得に向けた行動と結果にもたらした影響に関す

る分析と位置付けられるだろう． 
その位置付けに従うと，筆者の想像で補う形に

なっているものの，キャンパスでの学生同士（同僚

との）対面を通じて得られた情報を重視して行動



する履修者の存在が，本稿での分析を通じて多

少，浮き彫りになったといえるかもしれない．そし

て，このような履修者は，キャンパスに出向くこと

ができるかどうかが学習行動と結果に影響をもた

らし，それゆえに，2019 年度は未受験，2020 年

度は取りかかるタイミングの遅さに伴う芳しくない

結果，につながったと考え得る． 
今後の課題は，本稿での分析に粗さが目立

つことから，多岐にわたるだろう．差し当たりの課

題は，第 1 回試験に 1 回目の受験で合格できて

いない履修者について，詳細な分析を行うこと

だろう．この分析結果は，筆者の担当科目で出

題している練習問題や課題の位置付けや出題

方法を見直す際の資料になるだろう．また，担当

科目の履修者に対して，科目担当者が提供する

情報の内容や方法を洗練させる際の資料になる

であろう．中長期的な課題としては，「自らの目

的を達成するために必要な情報は，自らで獲得

する（人づての情報だけに頼らない）」というスタ

ンスで行動するのを促すには，どのような支援が

必要とされるのか明らかにすることだろう． 
 
謝 辞 筆者の担当科目において，LMS の存
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この場を借りて感謝を申し上げる．また，筆者の

教育工学分野での研究活動に対しても，いろい

ろな支援をいただいており，合わせて感謝申し

上げる．本稿の執筆過程では，小島一晃先生か

らコメントをいただくとともに，LT 開発室の技術職

員の方からも支援を受けた．記して感謝する．も

ちろん，本稿における誤りは，すべて筆者の責
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